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(57)【要約】
例えば、重力計又はグラジオメーターとして用いられる
ため、加速度測定装置が開示される。装置は、支持部に
対する試験おもりの変位を許容するたわみ部によりお互
いに結合された支持部と試験おもりを有する。支持部が
、試験おもりの変位のための空間を規定する。装置は、
力－変位曲線の少なくとも一部について、変位の増加で
試験おもりの力－変位曲線の勾配率が減少するように構
成される。これは、いわゆる反スプリング効果と呼ばれ
る。試験おもりの共振振動数は、少なくとも部分的に、
重力に従う力の方向に対する装置の配向により決定され
る。試験おもりが１０Ｈｚ以下の共振振動数で振動可能
である。試験おもりが１グラム未満の質量を有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持部に対する試験おもりの変位を許容する少なくとも二つのたわみ部によりお互いに
結合された支持部と試験おもりを有する加速度測定装置であって、前記支持部が、前記試
験おもりの変位のための空間を規定し、
　前記装置は、力－変位曲線の少なくとも一部について、変位の増加で試験おもりの力－
変位曲線の勾配率が減少するように構成され、
　前記試験おもりの共振振動数は、前記試験おもりが１０Ｈｚ以下の共振振動数で振動可
能であるように、少なくとも部分的に、重力に従う力の方向に対する前記装置の配向によ
り決定され、
　前記試験おもりが１グラム未満の質量を有する、装置。
【請求項２】
　前記試験おもりの共振振動数は、前記装置が重力に従う力の方向に直交する平面外に傾
斜されるに応じて減少する、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　各たわみ部が、前記試験おもりに一端で結合され、前記支持部に他端で結合される、請
求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　各たわみ部の長さが、支持部の対向面間の距離の少なくとも２５％である、請求項１乃
至３のいずれか一項に記載の装置。
【請求項５】
　３つのたわみ部を含む、請求項１乃至４のいずれか一項に記載の装置。
【請求項６】
　前記試験おもりが一つの面のみで振動するように前記装置が構成される、請求項１乃至
５のいずれか一項に記載の装置。
【請求項７】
　各たわみ部は、前記支持部から前記試験おもりへ前記たわみ部の長さ方向を規定する連
続した弧状に延びるレスト形状を有する、請求項６に記載の装置。
【請求項８】
　前記たわみ部の幅方向が、前記試験おもりの振動面における、また前記長さ方向に直交
する方向として定義され、
　前記たわみ部の深さ方向が、前記試験おもりの振動面に直交し、前記長さ方向に直交す
る方向として定義され、
　次の（ｉ）、（ｉｉ）、（ｉｉｉ）の少なくとも一つが当てはまる：
（ｉ）前記たわみ部の長さに沿う平均の、前記たわみ部の幅に対する前記たわみ部の深さ
の比が、少なくとも１０：１；
（ｉｉ）前記たわみ部の長さに沿う平均の前記たわみ部の幅が、最大限で１０μｍ；
（ｉｉｉ）前記たわみ部の長さに沿う平均の前記たわみ部の深さが、少なくとも１５０μ
ｍ、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　各たわみ部は、前記たわみ部の長さ方向に直交する断面形状を有し、その断面形状が、
深さと共に変化する幅を有する、請求項７又は８に記載の装置。
【請求項１０】
　各たわみ部は、前記たわみ部の長さ方向に直交する実質的に矩形の断面形状を有する、
請求項７又は８に記載の装置。
【請求項１１】
　前記支持部と前記たわみ部が一体的に形成される、請求項１乃至１０のいずれか一項に
記載の装置。
【請求項１２】
　前記支持部、前記たわみ部、及び前記試験おもりが一体的に形成される、請求項１１に
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記載の装置。
【請求項１３】
　前記装置がモノリスからの減プロセスにより製造される、請求項１乃至１２のいずれか
一項に記載の装置。
【請求項１４】
　反作用力を適用することにより前記試験おもりを逆方向に変位させるように適合される
作動手段を更に含む、請求項１乃至１３のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１５】
　請求項１乃至１４のいずれか一項に記載の装置の使用方法であって、
（ｉ）重力に従う力といった力で前記試験おもりに変位を生じさせるステップと、
（ｉｉ）前記試験おもりにかかる力、又は前記試験おもりに生じる変位を決定するステッ
プを含む、使用方法。
【請求項１６】
　前記試験おもりにかかる力を決定するため、反作用力を適用することにより、前記試験
おもりを逆方向に変位させるステップを更に含む、請求項１５に記載の使用方法。
【請求項１７】
　前記支持部に対する前記試験おもりの位置を実質的に維持するため閉ループフィードバ
ックシステムが用いられ、そのようにするために要求される入力が前記試験おもりにかか
る力を表す信号を提供する、請求項１６に記載の使用方法。
【請求項１８】
　前記試験おもりの位置が、前記試験おもりに静電気力を適用することにより維持される
、請求項１７に記載の使用方法。
【請求項１９】
　重力に従う力の方向に直交する平面外に前記装置を傾斜するステップを更に含み、これ
により、前記試験おもりの共振振動数が減じられる、請求項１５乃至１８のいずれか一項
に記載の使用方法。
【請求項２０】
　請求項１乃至１４のいずれか一項に記載の装置の製造方法であって、
　モノリスからの減プロセスを介して、前記支持部、前記たわみ部、及び前記試験おもり
の少なくとも一部を形成するステップを含む、製造方法。
【請求項２１】
　前記減プロセスが、前記モノリスの選択的エッチングを含む、請求項２０に記載の製造
方法。
【請求項２２】
　請求項６乃至１４のいずれか一項に係る装置の３つ以上の組み合わせ品であって、前記
試験おもりの振動面の２つがお互いに平行ではない態様となるように前記装置らが配向さ
れる、組み合わせ品。
【請求項２３】
　請求項１乃至１４のいずれか一項に係る装置のアレイ、又は、請求項２２に係る装置の
組み合わせ品のアレイを含む、グラジオメーター。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、加速度測定装置、及びその装置の動作方法に関する。本発明は、特に重力に従
う加速度の決定の用途を有する。従って、装置は、重力計として使用可能である。本発明
は、グラジオメーターにおける、そのような装置の組み合わせ品、またそのようなグラジ
オメーターの使用にも関する。
【背景技術】
【０００２】
重力計は、加速度計の一種であり、地球の表面に亘り９．８１ｍｓ-2のおよその平均値の
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約０．５％を上限として変化する重力に従う加速度を測定するために特に適合される。更
には、固定された場所で、重力に従う局所（ローカル）加速度が、地球潮汐により、日々
、およそ２×１０-6ｍｓ-2だけ変化し得る。
【０００３】
機械式加速度計の基本原理は、スプリングがケースに取り付けられる、ケース内のスプリ
ング上のおもりのものと同一である。ケースが加速度を受ける時、おもりの動きが、その
慣性の帰結として時間遅延を受ける。ケースの参照フレーム、つまり、局所慣性フレーム
において、スプリングがケースの加速と同一速度でおもりを加速することができるポイン
トまでおもりが変位され、そのポイントで（ここでも、ケースの参照フレームにおいて）
、即座に、おもりが静止する。おもり及びスプリング定数が既知であるならば、この変位
の測定から加速度が計算可能である。この同一原理が、先の段落で述べた地球潮汐の例に
適用できる。ここで、変化する潮汐の帰結としてスプリングにかかる力の変化によって非
常に低い振動数の信号が生成される（つまり、一日２回、すなわち、１０～２０マイクロ
Ｈｚ）。
【０００４】
重力計は、地球の重力場の帰結の下方の加速度に関係し、また、１ｇ、（約９．８１ｍｓ
-2）の地球場における僅かな変動を検出するために用い得るとするため、感度が高いこと
が要求される。結果として、重力計は、（地震活動といった）外部の振動源から隔離され
るべきである。これは、通常、震動（vibration）隔離技術の組み合わせや、地震信号を
フィルタリング除去する信号処理を用いることにより達成される。
【０００５】
加速度計の感度の一つの尺度は、ｎｇ／√Ｈｚの単位の振幅スペクトル密度の形であり、
１秒に亘る測定の感度を提供する。この開示において、ｇが、質量のグラム単位を意味す
るのではなく、重力場強度（gravitational field strength）としても知られる重力に従
う加速度を意味する。
【０００６】
絶対重力計と相対重力計の２つの基本的な種類の重力計がある。
【０００７】
絶対重力計は、絶対的な重力場強度を決定する。ＦＧ５絶対重力計は、この一例である（
http://www.microglacoste.com/pdf/Brochure-FG5-X.pdf［２０１４年８月２１日にアク
セス］）。これは、非常に簡単に作動し、真空において既知の高さからテストおもりを落
下し、レーザー干渉計を用いて、落下する時のテストおもりの（重力場強度に等しい）加
速度を測定する。これは、事前のキャリブレーションなしで測定を提供することができる
。図１２に示すように、ＦＧ５は、約１５ｎｇ／√Ｈｚの精度で、２ｎｇ／√Ｈｚのオー
ダーの非常に感度の高い測定を提供することができるが、装置重量が１５０ｋｇであり、
非常に高価である。そのサイズと重量のため、絶対重力計は、通常、運搬することが非常
に困難であり、大抵まったく携帯可能ではない。
【０００８】
相対重力計は、かなりより一般的である。これは、既知の重力場強度の比例として重力場
強度の測定を提供することができ、また度々、絶対重力計を用いて事前にキャリブレーシ
ョンされる。ＬａＣｏｓｔｅ　Ｒｏｍｂｅｒｇ　ＣＧ５（http://www.scintrexltd.com/d
ocuments/CG-5BrochureRev1.pdf［２０１４年８月２１日アクセス］）の相対重力計は、
ゼロ長スプリングを用い、できるだけ長く重力計の振動期間を確保し、感度の改善につな
がる。この装置のセンシングは、静電気である。これは、上述した絶対重力計よりもかな
り小さく、約８ｋｇの質量である。しかしながら、感度も低減する（図１２参照）。この
装置は、また、製造及び購入に高価でもある。
【０００９】
スマートフォンは、とりわけ、スクリーンの配向を検出するため、微小電気機械（ＭＥＭ
Ｓ（micro-electromechanical））加速度計をよく包含する。ｉＰｈｏｎｅ（登録商標）
３は、ＳＴマイクロエレクトロニクスＬＩＳ３３１ＤＬ加速度計を用いる。これは、数百
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Ｈｚのオーダーの高い共振振動数を有する。そのような加速度計は、高感度とは考えられ
ていない。
【００１０】
Zwahlen et al (2010) [P.Zwahlen、A-M.Nguyen、Y.Dong、F.Rudolf、M.Pastre、H.Schmi
d."Navigation grade MEMS accelerometer." Micro Electro Mechanical Systems (MEMS)
、2010 IEEE 23rd International Conference on、pp.631-634.IEEE、2010]において、Ｍ
ＥＭＳ加速度計が記述される。この装置は、中間電極の両側に配された上部及び下部電極
を有する。中間電極が、試験おもり（proof mass）として機能し、システムの平面外に振
動できる。おもりの振動の程度が、容量センシングを用いてモニタリングされる。この装
置が、たった約２０００ｎｇ／√Ｈｚの感度を有する。
【００１１】
ＳＥＲＣＥＬ　４２８ＸＬは、１０～２００Ｈｚの範囲で４０ｎｇ／√Ｈｚの感度を持つ
商業的に入手可能なＭＥＭＳ加速度計である。幾つかのモデルがあり、最軽量のものが、
２．８Ｗの消費電力で０．３５ｋｇである。共振振動数が利用できなく、また、地球潮汐
を測定するのに十分な安定性を持つことを示す何らの情報も発行されていない。
【００１２】
図１２は、装置質量、おおよその価格、ｎｇ／√Ｈｚでの感度に関する上述した加速度計
及び重力計の比較を示す。バブルサイズが装置コストを表す。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
本願発明者らは、相当なサイズの低減により加速度計及び重力計をよりポータブルにする
ことが便利であろうと考える。既知のマイクロスケールの加速度計は、例えば、上述した
重力計装置と比較する時、数オーダーの度合いで重量が低減されるものの、それらの感度
が相当に低減され、それらの共振振動数がかなり高いという欠点を有する。より高い共振
振動数のシステムは、より低い共振振動数の同一のシステムよりも、適用されるある加速
度に関してより小さいおもり変位を与える。本出願においては、「共振振動数」は、外部
駆動振動数（external driving frequency）なしで、例えば、その変位及び開放により、
小さい衝撃が試験おもりに適用される時、試験おもりが振動する最低振動数を意味する。
【００１４】
本発明は、少なくとも一つの上述の問題を解決するために想到された。好適には、本発明
は、上述の問題の少なくとも一つを低減、改良、回避、又は解決する。
【００１５】
詳細には、本発明者らは、低い共振振動数を持つ構成と小さい質量の試験おもりを組み合
わせるアプローチを想到した。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
よって、第１の好適な側面においては、本発明は、支持部に対する試験おもりの変位を許
容する少なくとも二つのたわみ部によりお互いに結合された支持部と試験おもりを有する
加速度測定装置を提供する。支持部が、試験おもりの変位のための空間を規定する。装置
は、力－変位曲線の少なくとも一部について、変位の増加で試験おもりの力－変位曲線の
勾配率が増加するように構成される。試験おもりの共振振動数は、試験おもりが１０Ｈｚ
以下の共振振動数で振動可能であるように、少なくとも部分的に、重力に従う力の方向に
対する装置の配向により決定される。試験おもりが１グラム未満の質量を有する。
【００１７】
本発明の第２側面は、本発明の第１側面の装置の使用を提供し、重力に従う力といった力
で試験おもりに変位を生じさせ、試験おもりにかかる力、又は試験おもりに生じる変位を
決定するステップを含む。
【００１８】
本発明の第３側面は、モノリス（monolith）からの減プロセス（subtractive process）
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を介して、支持部、たわみ部、及び試験おもりの少なくとも一部を形成するステップを含
む第１側面の装置の製造方法を提供する。
【００１９】
本発明の第４側面は、各装置の面が加速度を測定するように適合された各装置の振動面が
、装置の別のものの振動面に対して非平行で配向される本発明の第一側面の装置の３つ以
上の組み合わせ品を提供する。
【００２０】
この組み合わせ品では、装置は、一つの空間次元よりも多くの、好ましくは３つの空間次
元における加速度を同時に測定可能であり、ここで、典型的には、単一の装置は、一時に
単一の空間次元での測定に制限される。そのような装置の組み合わせ品は、例えば、装置
が、慣性ナビゲーションセンサーでの使用のための加速度計として機能することを許容す
る。本発明の好適な実施形態においては、たわみ部が柔らかく、従って、例えば、１ｇ（
1 g field）により、試験おもりが容易く変位可能である。従って、試験おもりが、一つ
の面のみで動くように実質的に制約され、より好ましくは、一つの方向に沿ってのみ動く
ように実質的に制約されることが望ましい。しかしながら、これは、単一の装置が一時に
単一の空間次元での測定に制限されることを意味する。特に好適な実施形態においては、
装置の感度の個別の方向が、直交座標に沿って配置される。
【００２１】
本発明の第５側面が、本発明の、第１側面に係る装置のアレイを含み、又は、第４側面に
係る組み合わせ品のアレイを含むグラジオメーターを提供する。
【００２２】
このような態様で２つ又はより好ましくは同一の装置（又は組み合わせ品）を組み合わせ
ることにより、慣性ノイズ及び／又は震動加速度の影響が低減又は除去され、また、ある
領域における重力場での非常に小さい空間変動の検出を許容する。各装置がそれ自体で重
力計として機能し、グラジオメーター・アレイが、測定の精度を大きく高める。
【００２３】
図１１は、グラジオメーターの動作原理を説明する概略的な組み合わせ品を示す。ｘでの
装置が、

の加速度を測定し、第２項が、外部の地動加速度に由来する。ｘ＋ｄｘでの装置が、

の加速度を測定する。α及びβは、地動加速度の強度を表す定数である。（地動加速度に
同等に応答するように装置らを調整することにより）α＝βを確保することは、各装置へ
の外部振動の影響が同一であることを意味し、従って、２つの装置間の読み取りの差分が
、

を与える。もし２つの装置が、ベースラインＬ上で離間されるならば、そのベースライン
上の重力場の強度における勾配が、次のように表される。

【００２４】
これを行うため、好ましくは、装置のアレイにおいて、装置らが、スペーサーを用いてお
互いに対して固定（rigidly fixed）され、行われる如何なる測定においても一貫してそ
れらの相対的な間隔が一定に保たれる。より好ましくは、アレイ内の装置の相対的な間隔
が温度変化で実質的に変化しないことを確保するため、このスペーサーが、低い熱膨張係
数を有する材料から成る。スペーサーは、好ましくは、超低膨張ガラスから成る。
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【００２５】
好ましくは、装置間隔が少なくとも０．０５ｍである。装置間隔は、最大０．２ｍであり
得る。例えば、約０．１ｍの間隔が適切である。そのような構成において、装置らは、勾
配に感度があるように十分に離間されるが、測定に有害に影響することから温度及び回転
加速度といった環境影響のリスクがあるまで離間されない。０．２ｍ以下の間隔は、上述
のように硬質のスペーサー、より好ましくは、超低膨張ガラススペーサーで装置が結合さ
れることも許容する。
【００２６】
本発明の第１、第２、第３、第４、及び／又は第５側面は、次のオプションの特徴の一つ
、又は、適合する限りにおいて任意の組み合わせを持ち得る。加えて、これらの側面の任
意の一つが、これらの側面の任意の他の一つに組み合わされ得る。
【００２７】
好ましくは、試験おもりが、０．５グラム未満の質量を有する。より好ましくは、試験お
もりが、０．１グラム未満の質量を有する。
【００２８】
好ましくは、試験おもりの共振振動数は、装置が重力に従う力の方向に直交する平面外に
傾斜されるに応じて減少する。
【００２９】
試験おもりは、装置が重力に従う力の方向に直交して配向される時に最大限でも５０Ｈｚ
の振動数を有し得る。より好ましくは、装置が、重力に従う力の方向に直交して配向され
る時、試験おもりは、最大限でも２０Ｈｚの共振振動数を有する。幾つかの実施形態にお
いては、装置が、重力に従う力の方向に直交して配向される時、試験おもりは、最大限で
も１０Ｈｚの共振振動数を有し得る。
【００３０】
装置は、たわみ部の２以上の組を含み得る。たわみ部の２以上の組が用いられる時、横及
び傾斜モードといった望ましくない振動モードが抑制できる。たわみ部の２以上の組を用
いることは、実質的に一つの自由度を持つように振動を制約できる。もちろん、たわみ部
の２以上の組の使用は、約３０～４０倍で基本、リニアモードよりも横／傾斜モードが強
くなる（stiffer）ことを確かにする。
【００３１】
「力－変位曲線の勾配率」は、力Ｆが、縦座標上にプロットされ、変位ｚが、横座標上に
プロットされた力－変位曲線の数学的な勾配率、すなわち、｜ｄＦ／ｄｚ｜を意味する。
ここで、変位（及び／又は力）が、負の値に測定されるように選択できることが意図され
、故に、曲線の勾配の数学的係数に依存する。たわみ部が弾性ドメインでのみ作動するこ
とが更に意図される。
【００３２】
好ましくは、たわみ部、支持部、及び試験おもりの組み合わせ品が、いわゆる「反スプリ
ング（anti-spring）」効果に帰結する。この組み合わせ品においては、試験おもりが、
より簡単に変位され、すなわち、「より軟らかい」スプリングにより支持されるように見
え、変位が増加する。見かけ上のより軟らかいたわみ部が、より低い共振振動数に帰結す
る。従って、（試験おもりに見込まれる動きの範囲内で）よりたわみ部が荷重されると、
共振振動数が低下し、装置感度が増加する。
【００３３】
装置は、好ましくは、３つのたわみ部を含み得る。好ましくは、たわみ部の数が、ちょう
ど３つである。驚くべきことに、本発明者らは、これが、たわみ部の一つのペア（すなわ
ち、２つのたわみ部）又はたわみ部の２つのペア（すなわち、４つのたわみ部）を用いる
場合と比較して、改善されたパフォーマンスを提供することを見出している。３つのたわ
み部を用いることは、より高い変位での（at higher displacements）反スプリング効果
を制限する態様で、支持部に向かう試験おもりの変位を促進できる。よって、これは、装
置の動作不安定性を回避できる。
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【００３４】
好ましくは、各たわみ部が、試験おもりに一端で結合され、支持部に他端で結合される。
試験おもりと支持部の間の利用可能な空間においてできる限り長いたわみ部を確実にする
ため、より好ましくは、たわみ部が、支持部に最も近い試験おもりの部分よりも支持部か
ら更に離れた位置で試験おもりに結合される。これを補助するため、試験おもりが、試験
おもりから突出してたわみ部との結合を形成する少なくとも一つの突起部分を含み得る。
【００３５】
好ましくは、各たわみ部の長さが、支持部の対向面（opposing sides）間の距離の少なく
とも２５％である。たわみ部が、支持部の対向面間の距離の最大限でも５０％であり得る
。長いたわみ部は、同一の断面形状で、同一材料から成る短いたわみ部よりも低い共振振
動数に帰結するため有益である。好ましくは、２つのたわみ部が同一である。装置は、中
央面に関して対称であり得、一つのたわみ部がその面の各側にある。例えば、４つのたわ
み部が設けられる場合、好ましくは、対称面の両側に２つの実質的に同一のたわみ部があ
る。このようにして、試験おもりが制約され、実質的にリニアな軌道に沿って振動し、簡
単な測定プロセスを許容する。これは、４つのたわみ部の装置の実施形態と呼ばれる。
【００３６】
発明者により、４つのたわみ部の実施形態の動作が、（力－変位曲線の係数がゼロに向か
う）連続的に減少する共振振動数に帰結し得ることが見出されている。大きい地動加速度
の下、試験おもりは、幾つかの状況において、下方フレームに衝突することで、不安定に
なり得る。しかしながら、特には、低い共振振動数でも安定した動作点に装置を維持する
べく閉ループフィードバックシステムを用いて装置が動作される場合、この構成は、まだ
顕著な関心である。これが、以下、より詳細に記述される。
【００３７】
４つのたわみ部の配列（geometry）の代替として、本発明者らは、簡単に上述したように
、３つのたわみ部の配列を提案する。この実施形態においては、２つのたわみ部が用いら
れて反スプリングを形成し、他方、第３のたわみ部が、事実上、案内片持ち梁として作動
する（これは、図４を参照して以下に更に論述される）。この種類の装置の利点は、試験
おもりがその平衡（equilibrium）位置から変位される時、幾何的な反スプリングがまだ
形成されることにあり、従って、共振振動数を低減する。しかしながら、装置が更に変位
される時、第３の案内たわみ部が、装置の長手軸Ｐから離れるように試験おもりを押し、
幾何的な反スプリングの最大の柔軟さを制限する。このように、装置は、最低の共振振動
数を有するが、同時に、安定である。これは、望まれるならば、閉ループフィードバック
システムが省略されることを許容する。これは、装置の製造及び動作を簡素化する。もし
この最低の動作共振振動数が重力場に平行に選定されるならば、装置は、最低の共振振動
数が重力計の動作点に一致する利益を有する。従って、安定し、また、フィードバック・
ループを必要としない系（system）を提供するため、４つよりむしろ３つのたわみ部を用
いることができる。これは、片持ち梁構造がフィードバック・ループと同様に作動する時
、より低い振動数に達せられることを許容する：変位力が漸近的にゼロに近づく時、隔離
されたたわみ部が系をその鉛直位置（vertical position）から押し離す。この横方向の
力が、系を平衡にさせる。
【００３８】
装置は、好ましくは、実質的に一つの平面内でのみ振動することを試験おもりに許すよう
に構成される。これと、（「重力荷重（gravitational loading）」とも呼ばれる）たわ
み部がより大きく荷重されることにより反スプリング効果がより顕著になる事実を組み合
わせると、これは、試験おもりの共振振動数が、振動面と重力に従う力の方向の間の傾斜
角の調整により選択される振動数に調整可能であることを意味する。地球の重力場におい
て装置を傾斜することにより、共振振動数が、ｆtilt／ｆperpまで減じられ、ここで、ｆ

tiltは、地球の重力場に対して傾斜又は平行な時の装置の共振振動数であり、ｆperpが、
地球の重力場に対して直交する時の装置の共振振動数である。好ましくは、ｆtilt／ｆpe

rpが、最大限で０．９である。より好ましくは、ｆtilt／ｆperpが最大限で０．８であり
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、最大限で０．７であり、最大限で０．６であり、最大限で０．５であり、最大限で０．
４である。本発明の好適な実施形態においては、ｆtilt／ｆperpが、０．０７の低さまで
測定されている。好ましくは、重力に従う力の方向が振動面に在る時、ｆtilt／ｆperpの
最低値が達成される。本発明者らは、センサー精度を犠牲にし、外部地動加速度に過剰に
応答することなく、試験おもりを支持部及び／又はたわみ部に衝突させることなく、傾斜
の最適値が、試験おもりの共振振動数を最小化するものであると知っている。
【００３９】
他の既知の装置が、使用前にそれらのたわみ部を事前に荷重し、これにより、反スプリン
グ効果を提供するが、これらは、加熱ヒーター及びラチェットを用いて行う。更には、こ
れらの装置は、本発明の好適な実施形態のように、できるだけ低い振動数、及び／又はで
きるだけ小さい構成（フォーマット（format））を達成できない。
【００４０】
好ましくは、各たわみ部は、支持部から試験おもりへたわみ部の長さ方向を規定する連続
した弧状に延びるレスト形状を有する。「レスト形状」により、振動面が重力に従う力の
方向に直交するように、すなわち、追加の重力荷重なしで、装置が配向される時のたわみ
部の形状が意味される。たわみ部の幾何形状が、本発明の所望の効果を生じさせる。たわ
み部の幅方向が、試験おもりの振動面における、また長さ方向に直交する方向として定義
される。深さ方向が、試験おもりの振動面に直交し、長さ方向に直交する方向として定義
される。
【００４１】
好ましくは、たわみ部の幅に対するたわみ部の深さの比が、少なくとも１０：１、より好
ましくは、少なくとも１５：１、またより好ましくは、約２０：１又はこれよりも高いも
のであり得る。これは、試験おもりの振動面において、受けた力又は加速度に応答してた
わみ部が簡単に曲がることを許すが、深さ方向の厚みのため、試験おもりは、所望の面に
おいて実質的に振動するように構成される。
【００４２】
好ましくは、たわみ部の長さに沿う平均のたわみ部の幅が、最大限で２５μｍであり、よ
り好ましくは最大限で１５μｍであり、より好ましくは最大限で１０μｍであり、またよ
り好ましくは最大限で７μｍである。
【００４３】
好ましくは、たわみ部の長さに沿う平均のたわみ部の深さが、少なくとも５０μｍであり
、より好ましくは、少なくとも１００μｍであり、またより好ましくは、少なくとも１５
０μｍである。たわみ部の深さが、例えば、少なくとも２００μｍ又は少なくとも３００
μｍに相当に大きくなることも可能である。
【００４４】
各たわみ部は、たわみ部の長さ方向に直交する断面形状を有し得、その断面形状が、深さ
と共に変化する幅を有する。好ましくは、断面が、深さ方向においてテーパー形状を有す
る。このようにして、振動面外へのたわみ部の硬さ（stiffness）が十分に高くに維持で
きる。しかしながら、これに加えて、テーパーの断面により、たわみ部の全体の柔軟さが
高められる。より柔軟なたわみ部は、振動面内の共振振動数の低下に帰結し、また、試験
おもりを用いたより簡単な重力事前荷重を許容する。断面で、たわみ部は、例えば、実質
的に三角形を有し、又は、より好ましくは台形を有し得る。この場合、断面の一辺が、試
験おもりの振動面に実質的に平行であり得る。例えば、断面が台形の場合、一辺が、約７
μｍの幅を有し、反対の平行な辺が、約４～５μｍの幅を有し得る。
【００４５】
代替として、たわみ部は、実質的に矩形の断面を有し得る。好ましくは、この場合、矩形
の短辺が試験おもりの振動面に実質的に平行であり、長辺が、その平面に実質的に直交す
る。
【００４６】
好ましくは、装置の支持部とたわみ部が一体的に形成される。より好ましくは、支持部、
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たわみ部、及び試験おもりの少なくとも一部が、一体的に形成される。試験おもりは、試
験おもりの質量を増加するために追加される追加の要素を含み得る。
【００４７】
モノリスからの減プロセス（subtractive process）により装置が製造されることが好適
である。ここでは、「減プロセス」は、制御された態様でモノリスから選択的に材料が除
かれる任意のプロセスを意味する。好ましくは、エッチングにより装置が製造される。適
切なエッチング工程が、リソグラフィー工程、好ましくは、フォトリソグラフィー工程を
含み、エッチングされるべき形状を画定する。好ましくは、モノリスは、シリコンを含み
、またより好ましくは、モノリスは、シリコンウェハー又は基板である。装置がシリコン
ウェハー又は基板からモノリシックに形成される時、集積回路内に、又は、チップ上に簡
単に組み込み可能である。シリコンウェハーのリソグラフィー及び選択的エッチングは、
よく確立された技術であり、非常に小さい幅で、相対的に長い長さで、また、シリコンウ
ェハーの厚みにより規定される深さでたわみ部が形成される。
【００４８】
好ましくは、たわみ部は、例えば、モノリスからの減プロセスにより、その湾曲した弧状
形状に形成される。この場合、装置を形成するために用いられるパターンが、たわみ部の
意図した形状に対応する湾曲した弧状形状を含む。
【００４９】
装置は、支持部に対する試験おもりの変位を決定するための変位決定手段を含み得る。
【００５０】
装置は、好ましくは、反作用力を適用することにより試験おもりの逆方向の変位（counte
r displacement）を生じさせるように適合される作動手段を更に含む。例えば、重力場強
度が異なる領域に装置が動かされ、試験おもりにかかる重力に従う力に変化がある時、異
なる重力場強度は、試験おもりの変位を生じさせる傾向がある。好ましくは、装置は、反
作用力を測定するための手段を含む。好ましくは、試験おもりの位置を維持するために要
求される反作用力を表す値の測定値が、重力に従う局所的な力（local force）を決定す
るために用いられる。このように、装置は、可動部品無しで動作し、これが、装置の安定
性と信頼性を向上する。作動手段は、反作用力を適用するための静電気要素を含み得る。
作動手段は、別の種類のサーボ制御機構を含み得る。
【００５１】
上述したように、装置の使用は、好ましくは、試験おもりにかかる力を決定するため、反
作用力を適用することにより、試験おもりを逆方向に変位させるステップを更に含む。好
ましくは、閉ループフィードバックシステムが用いられ、支持部に対する試験おもりの位
置を維持し、そのようにするために要求される入力が、試験おもりにかかる力を表す信号
を提供する。より好ましくは、この位置が、試験おもりに静電気力を適用することにより
維持される。先に述べたように、これは、装置の４つのたわみ部の実施形態にとって特に
好適であり得る。
【００５２】
好ましくは、装置の使用が、重力に従う力の方向に直交する平面外に装置を傾斜するステ
ップも含み、これにより、試験おもりの共振振動数が減じられる。このようにして、装置
は、特定の測定のために装置に望まれる感度に依存して所望の共振振動数に「調整」でき
る。可能な場合、最小の共振振動数は、鉛直配列（vertical arrangement）に一致するこ
とを確保することが望ましく、装置が、重力計として動作可能である。これは、例えば、
３つのたわみ部の実施形態に好適である。
【００５３】
測定は、好ましくは、少なくとも１秒、より好ましくは少なくとも１０秒、またより好ま
しくは少なくとも３０秒の時間尺度に亘り実行される。ランダムノイズが占められるため
、測定される加速度の変化速度が非常に遅いならば、より長い時間尺度で装置を用いて測
定を実行することは、より正確な結果を明らかに生成し、対ノイズ信号比を高める。これ
は、より短期間の震動ノイズ（seismic noise）をフィルタリングで除外することにより
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地上で動作することを装置に許容する。
【００５４】
好ましくは、装置は、最大４０ｎｇ／√Ｈｚ、より好ましくは、最大３０ｎｇ／√Ｈｚ、
より好ましくは最大２０ｎｇ／√Ｈｚ、より好ましくは最大１０ｎｇ／√Ｈｚ、また、よ
り好ましくは最大５ｎｇ／√Ｈｚの測定感度を有する。
【００５５】
本発明の更なるオプションの特徴が以下に提示される。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
ここで、本発明の実施形態が、添付図面を参照して例示として記述される。
【図１】図１は、本発明の第１側面に係る装置の好適な実施形態の平面図を示す。これは
、４つのたわみ部の実施形態である。
【図２】図２は、図１に示された装置の試験おもりの上部のクローズアップした斜視図を
示す。
【図３】図３は、図１に比較して簡素化された図面を示す。
【図４】図４は、本発明の第１側面に係る装置の修正された実施形態の平面図を示す。こ
れは、３つのたわみ部の実施形態である。
【図５】図５は、図４に示された装置の試験おもりの上部のクローズアップした斜視図を
示す。
【図６】図６は、図４と比較して簡素化された図面を示す。
【図７】図７は、本発明の４つのたわみ部の実施形態について、試験おもりの振動面と重
力に従う力の方向に直交する平面の間の角度に依存する試験おもりの共振振動数の変化の
グラフを示す。
【図８】図８は、３つのたわみ部の実施形態について、試験おもりの振動面と重力に従う
力の方向に直交する平面の間の角度に依存する試験おもりの共振振動数の変化のグラフを
示す。最低の共振振動数が第３案内たわみ部から生じ、安定した低共振振動数の装置に帰
結する。
【図９】図９は、本発明の第４側面の実施形態に係る、第１側面の実施形態に係る３つの
装置から構築される組み合わせ品の斜視図を示す。これは、４つのたわみ部の実施形態を
示すが、３つのたわみ部の実施形態でも同様の組み合わせ品が可能である。
【図１０】図１０は、本発明の第４側面の実施形態に係る２つの組み合わせ品を備えるグ
ラジオメーター構造の模式図を示す。これは、４つのたわみ部の実施形態を示すが、３つ
のたわみ部の実施形態でも同様の組み合わせ品が可能である。
【図１１】図１１は、グラジオメーターの動作原理を図示する概略図を示す。
【図１２】図１２は、既知の先行技術の重力計及び加速度計のコスト、質量、及び感度の
比較を示し、また、本発明に係る装置の値も同様に示す。
【図１３】図１３は、装置の３つのたわみ部の実施形態で測定された地球潮汐の測定結果
を示す。装置は、重力計構造において動作され、地球の重力場の鉛直成分（vertical com
ponent）を測定する。月と太陽の相対的な引力による、地球の重力場における一日２回の
変化が明瞭に見える（地球潮汐）。装置は、震動分離なしで地上で動作し、震動ノイズが
、３０秒間、出力フィルターを用いてフィルタリングされた。
【図１４】図１４は、重力荷重（ここでは追加の質量の荷重）における変化での４つのた
わみ部の装置について共振振動数のプロットを示す。最低の共振振動数が最大の質量の荷
重に対応し、これは、重力場に対して平行に傾斜される装置に同様の影響を有する。
【図１５】図１５は、本発明の３つのたわみ部の実施形態に係る装置の全振動数帯域幅の
プロットを示す。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
図１は、本発明に係る加速度測定装置１００の実施形態を示す。この装置１００は、２２
０μｍ厚の単結晶シリコンウェハーから製作される。これは、４つのたわみ部の実施形態
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である。図４は、３つのたわみ部の実施形態を示す。各実施形態において、同様の特徴が
、同一の参照記号で示される。
【００５８】
装置の支持部は、４つの部材４，６，８，１０から構成された矩形フレーム２により形成
される。部材４，６は、反対及び平行であり、約１１．５ｍｍだけ隔てられる。部材８，
１０も反対及び平行であり、約１１ｍｍだけ隔てられる。本実施形態においては、部材４
，６，８，１０が一体的に形成され、全体の装置（以下に記述の試験おもりの部分は別と
する）が、シリコンウェハーから選択的エッチングされる。部材４は、内面４ａと外面４
ｂを有する。部材６は、内面６ａと外面６ｂを有する。部材８は、内面８ａと外面８ｂを
有する。部材１０は、内面１０ａと外面１０ｂを有する。表面４ａが表面６ａの反対であ
り、表面８ａが表面１０ａの反対になるように矩形フレーム２が構成され、以下の記述の
装置の特徴のための空間３を形成する。
【００５９】
矩形フレーム２により画定される空間３に試験おもり１２が配される。試験おもり１２は
、平面視において矩形であり、ＷPM×ＨPMの寸法を持つ。ある実施形態においては、ＷPM

が７ｍｍであり、ＨPMが６．５ｍｍである。しかしながら、図示の実施形態において、大
きい変位時のたわみ部と試験おもり間の接触を回避するため、ＷPM：ＨPMの比が相対的に
大きいことが有利であることが見出されている。試験おもり１２は、反対端で（at oppos
ing ends）個別に２つの突起部１４ａ及び１４ｂを有する。これらの突起部１４ａ，１４
ｂの幅ＷNは、約０．５ｍｍであり、試験おもり１２の幅ＷPMよりも相当に小さい。試験
おもりの中央部２０が、試験おもり１２の表面からページの面外に延びる。中央部２０は
、試験おもり１２の質量を増加するために加えられ、ページの面におけるその寸法を増加
する必要がない。これらの寸法を増加することは、適用された衝撃に応答して試験おもり
１２が震動することができる程度を制限するだろう。更には、もし試験おもり１２が、フ
レーム２により画定される中央空間３のサイズよりも顕著に小さくない寸法をページの面
において有するならば、重力の方向に直交する平面から更に離れるように装置が傾斜され
る時、試験おもり１２が、フレーム２の底部材１０の内面１０ａ又はたわみ部１７ａ，１
７ｂに接触し得る。これは、明らかに望まれない影響である。
【００６０】
装置は、２組のたわみ部１６ａ，１６ｂ及び１７ａ，１７ｂを有し、これらは、フレーム
２と試験おもり１２に一体的に形成される。ある動作モードにおいては、装置が重力に従
う力の変化を受ける時、試験おもり１２が変位される傾向にあり、たわみ部１６ａ，１６
ｂ，１７ａ，１７ｂがより撓む。
【００６１】
たわみ部１６ａ，１６ｂは、お互いに反対に置かれ、たわみ部１７ａ，１７ｂが、お互い
に反対に置かれる。フレームの個別の内面４ａ，６ａに一体的に形成される各たわみ部１
６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂの端部は、たわみ部の残部よりも幅広である。これらのフ
レーム取付部１９ａ，１９ｂ，１９ｃ，１９ｄが、たわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１
７ｂとフレーム４ａ，６ａの内面の間で高められた結合力を提供し、特には、さもなくば
装置の欠陥につながるクラック核生成及び伝搬（crack nucleation and propagation）の
可能性を低減する。図１に図示の装置１００の実施形態においては、取付部が実質的に台
形である。
【００６２】
個別のフレーム取付部分１９ａ，１９ｂ，１９ｃ，１９ｄの反対の各たわみ部１６ａ，１
６ｂ，１７ａ，１７ｂの端部が、個別の突起部１４ａ，１４ｂに結合される。たわみ部１
６ａ，１６ｂが突起部１４ａに結合され、たわみ部１７ａ，１７ｂが突起部１４ｂに結合
される。たわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂそれぞれは、たわみ部の取付部１８ａ
，１８ｂ，１８ｃ，１８ｄにより、これらの個別の突起部１４ａ，１４ｂに結合される。
フレーム取付部分１９ａ，１９ｂ，１９ｃ，１９ｄと同様、これらは、たわみ部１６ａ，
１６ｂ，１７ａ，１７ｂの幅広部であり、個別のたわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７
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ｂと突起部１４ａ，１４ｂの間の高められた結合信頼性を提供する。たわみ部１６ａ，１
６ｂ，１７ａ，１７ｂの突起取付部１８ａ，１８ｂ，１８ｃ，１８ｄそれぞれは、漸広の
湾曲した形状を有し、実質的に矩形部において終端し、これが、２つの反対の平行面を有
し、それぞれが直角又は直角付近で突起部１４ａ，１４ｂに接続する。たわみ部１６ａ，
１６ｂ，１７ａ，１７ｂを、試験おもり１２の外面１３ａ，１３ｂではなく突起部１４ａ
，１４ｂに結合することで、たわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂがより長くなるこ
とができ、従って、重力下でより簡単に曲がる。
【００６３】
この実施形態において、たわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂは、連続した弧状形状
を有し、フレーム２と首部１４ａ，１４ｂの間で延びる。増加する重力場の存在において
、及び／又は、重力に従う力の方向に対して振動面が実質的に平行になるように装置１０
０が配向される時、行われる如何なる測定も妨害するため、下方位置に変位される時にた
わみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂが試験おもり１２に接触しないような弧状形状で
ある。
【００６４】
同一の実施形態の簡素化された図面が図３に示されるが、より少ない参照記号により装置
の特徴の識別を支援する。
【００６５】
ここで図１に戻ると、装置１００は、対称面Ｐに関して対称である。２組のたわみ部１６
ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂを有するこの対称構成の結果として、試験おもり１２は、回
転又は傾斜振動モードが実質的に抑制され、実質的に直線的に振動することができるのみ
に制約される。
【００６６】
図２は、突起部１４ａを周囲する装置の部分のクローズアップ図を示す。本図面は、より
詳細に、取付部１８ａ，１８ｂの構造、特には、そのテーパー形状を示す。図２は、また
、この実施形態におけるたわみ部１６ａ，１６ｂの相対的な寸法をより明らかに示す。装
置１００のこの実施形態においては、４つのたわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，１７ｂの
全てが実質的に同一であり、一つに関する寸法の記述が等しく残余の３つに当てはまる。
「深さ方向」が「ｄ」軸により示され、「幅方向」が「ｗ」軸により示され、「長さ方向
」が「ｌ」軸により示される。図２において、たわみ部１６ａの幅がＷflexにより示され
、深さがＤflexにより示され、全長が図示されない。長さは、弧状のたわみ部１６ａの全
弧状長に対応し、この実施形態では、約５ｍｍである。図２では、たわみ部１６ａの断面
形状が三角形、又は、より好ましくは、台形（又はほぼ台形）であり、Ｗflex＝７μｍに
より示される底辺と、装置が製作されたシリコンウェハーの厚みに対応するＤflex＝２２
０μｍの最大限を有する。三角又は台形形状は、深さ方向において７μｍから７μｍ未満
に先細りになる。
【００６７】
図４は、本発明に係る加速度測定装置１００の好適な実施形態を示す。この装置１００は
、２２０μｍ厚の単結晶シリコンウェハーから製作される。これは、３つのたわみ部の実
施形態である。４つのたわみ部の実施形態と同様の言及がここにも当てはまる。４つのた
わみ部の実施形態からたわみ部の一つを省略して３つのたわみ部の実施形態に到達するこ
との利益は、上述したとおりであり、更に以下に論述される。図２及び３が図１に当ては
まるように、図５及び６が図４に当てはまり、更にはここでは論述されない。
【００６８】
図７は、振動面の角度（この場合、これは、フレーム２の前面（front surface）に平行
である）がゼロから大きくなるに応じた（ここで、ゼロは、重力に従う力の方向に直交す
ることに対応する）、図１の実施形態のフレーム２に関する試験おもり１２の共振振動数
の変化のグラフを示す。グラフは、傾斜角の増加で共振振動数が減少する傾向を明確に示
す。傾斜がない位置では（すなわち、振動面が水平である）、共振振動数が約１５Ｈｚで
あり、装置が１４°で傾斜される時、５Ｈｚの直下まで減少する。これは、装置が９０°
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まで傾斜される際に継続する傾向であり、９０°で、たわみ部１６ａ，１６ｂ，１７ａ，
１７ｂが最大限に荷重され、従って、それらの「最高の柔軟さ」で、最低の共振振動数を
与える。図１４は、別の４つのたわみ部の実施形態について、９０°まで傾斜することに
対応して、追加の重力荷重についての対応のプロットを示す。
【００６９】
図８は、振動面の角度（この場合、これは、フレーム２の前面に平行である）がゼロから
大きくなるに応じた（ここで、ゼロは、重力に従う力の方向に直交することに対応する）
、図４の実施形態のフレーム２に関する試験おもり１２の共振振動数の変化のグラフを示
す。グラフは、傾斜角の増加で共振振動数が減少する傾向を明確に示す。傾斜がない位置
では（すなわち、振動面が水平である）、共振振動数が約２６Ｈｚであり、装置が８７°
で傾斜される時、１．９Ｈｚの直下まで減少する。これは、幾何学的な反スプリング効果
を明らかに示す。装置が８７°～９０°に傾斜される時、案内たわみ部１６ａは、装置に
その共振振動数を増加させる幾何的な反スプリングを制限することを開始する。従って、
装置の３つのたわみ部の実施形態が、固有に安定した低共振振動数を生成する明らかな観
察がある。
【００７０】
図９は、３つの装置１００ａ，１００ｂ，１００ｃの組み合わせ品の実施形態を示す。こ
れらの装置は、お互いに同一である。これらは、ＷPM：ＨPMの比においてだけ図１の装置
１００と異なる。この実施形態は、本発明の第４側面に対応する。それぞれの装置が、振
動面において振動するように試験おもりが制約される方向によって規定される感度軸を有
する。図４では、これらの感度軸のいずれもが一致しない。結果として、組み合わせ品２
００は、３つの空間次元において加速度に感度を持つ。組み合わせ品２００の幾何形状を
より明らかに規定するため、装置１００ａ，１００ｂ，１００ｃが、円柱５０の一面上に
示され、それぞれが、直角三角形プリズム５２ａ，５２ｂ，５２ｃの斜面を形成する。図
９は、４つのたわみ部の装置を用いた実施を示すが、３つのたわみ部の装置も対応のよう
に機能する。
【００７１】
この実施形態においては、装置１００ａ，１００ｂ，１００ｃの３つの下部部材４のそれ
ぞれの間の角度φが、６０°である。このようにして、装置１００ａ，１００ｂ，１００
ｃの下部部材４が、等辺の三角形パターンを形成する。各装置と円柱５０の一面の間の角
度θは、この場合、等しく、また、約６０°である。［実際には、この角度は、逆タンジ
ェント（ルート（２））＝５４．７度である］このような態様で、３つの装置１００ａ，
１００ｂ，１００ｃが、（９０－θ）°の角度で中央軸Ａから外側に傾斜される。
【００７２】
図１０は、図９に示した装置１００ａ，１００ｂ，１００ｃの２つの組み合わせ品２００
ａ，２００ｂから成るグラジオメーター構造を示す。これらは、超低膨張スペーサー５４
により離間される。このようにして、グラジオメーターは、スペーサーの長さに沿う重力
場における勾配を測定するように構成され、重力場の絶対値がそれから計算できる。図１
０は、４つのたわみ部の装置を用いる実施を示すが、３つのたわみ部の装置も対応のよう
に機能する。
【００７３】
図１３は、図４に図示される単一の装置で引力の地球潮汐の測定結果を示す。２０１４年
１２月～２０１５年３月まで、システムが連続動作に置かれた。装置は、２．２Ｈｚの共
振振動数を有する鉛直構成（vertical configuration）で動作した。試験おもりの位置が
光学センサーで読み出される間、シリコンウェハーの温度は、目標動作温度の１ｍＫ内に
維持されるように閉ループヒーターにより維持した。装置は、振動分離なしで地上におい
て動作した。結果において地球潮汐が明らかに見える。結果は、２０１５年３月１３日と
１９日の間のデータを示す。これは、ＭＥＭＳ重力計でこのような測定が報告される初め
てのことであると思われる。
【００７４】
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図１５は、本発明の３つのたわみ部の実施形態に係る装置の全振動数帯域幅のプロットを
示す。これは、１０-5Ｈｚでの潮汐信号、０．１７Ｈｚでのマイクロ震動ピーク、及び、
２．２Ｈｚでの共振を示す。１０-3Ｈｚのピークが、装置が受ける熱制御のアーチファク
トであることに留意されたい。このプロットは、装置の顕著な安定性と帯域幅を実証する
。
【００７５】
上述のように例示の実施形態と一緒に本発明を記述したが、この開示が与えられる時、多
数の均等の変更及びバリエーションが当業者には明らかになろう。従って、上述した本発
明の例示の実施形態が、例示であり、限定ではないものと考えられる。記述した実施形態
への様々な変更が、本発明の精神及び範囲から逸脱することなくなされ得る。
【００７６】
上述した全ての参考文献が、参照により本明細書に組み込まれる。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】

【図８】



(17) JP 2017-526919 A 2017.9.14

【図９】 【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】
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【図１５】
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